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『足立区宅地開発事業調整条例』の手引き 
 

令和元年 10 月 1 日 施行 （改正：令和５年７月１日 施行） 
 

この条例は、事業者による宅地開発事業に関し、必要な手続、基準その他基本的

な事項を定めることにより、宅地の細分化による建物の過密化を抑制し、ゆとりあ

る良好な住環境の保全及び安全で快適な生活環境を形成することを目的とします。 
 

１ 適用範囲 

事業区域の面積が150平方メートル以上の一団の土地を２以上の宅地に分割す

る事業が手続きの対象となります。 

※ 宅地開発事業の工事中、または工事完了後１年以内に同一の事業者が隣接する土

地で行う一体的な事業は、１の宅地開発事業とみなします。 
 

２ 主な内容 

（１）宅地の最低面積（第１５条関係） 

  宅地の面積を下表に掲げる数値以上として下さい。 

地区計画による

最低面積 

建蔽率 

（法定） 
区域又は地域 宅地の最低面積 

有 － － 地区計画による 

 

 

無 

 

８０％ 
商業地域又は近隣商業地域 無 

新たな防火規制区域 
６６㎡ 

６０％ 
交通利便地域（※） 

上記以外の地域 ７０㎡ 

５０％  ８３㎡ 

（※）駅から直線距離でおおむね 500ｍ以内の区域で区長が別に指定するもの 

（備考） 

・異なる建蔽率の地域にまたがる場合は、宅地ごとに面積が過半の建蔽率を適用。 

・交通利便地域の内外に渡る場合は事業区域全体を交通利便地域内とみなす。 

 

以下のいずれかに該当する場合、事業区域内の１の宅地に限り、宅地の最低

面積を上表の宅地の最低面積の欄に掲げる数値の90％まで緩和する事ができま

す。 

ア 宅地が角地の規定に該当する場合 

イ 宅地の平均面積が上表の宅地の最低面積の欄に掲げる数値以上である場合 

 

令和 5年 7月更新 
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（２）ごみ集積所（第 21 条関係） 

対  象：戸建て住宅の建築を目的とした宅地開発事業で５宅地以上のもの 

   基準面積：宅地数×0.15 ㎡（ブロック等を除いた有効面積） 

 

・事前に位置、形状等について足立清掃事務所と協議してください。 

・事業計画書に「宅地開発事業に伴う「資源回収場所・ごみ集積所」設置の

事前相談シート」を添付ください。 

・集積所の対面及び隣接する土地の居住者に配慮し、事前に説明をするよう

努めてください。 

   

（３）町会・自治会等への加入促進（第 24 条関係） 

対  象：戸建て住宅、長屋又は共同住宅の建築を目的とした宅地開発事業 

 

・事前に地域のちから推進部地域調整課（南館３Ｆ）にて説明を受けてく

ださい。 

・事業計画書に「町会・自治会への加入協力のお願い」シートを添付してく

ださい。 

 

（４）優良事業の表彰（第 25 条関係） 

特に魅力あるまちづくりの発展に貢献したと認められた宅地開発事業に対し、

区長から表彰があります。 

 

以下は事業区域の面積が 3,000 ㎡以上の事業についての内容です。 
 

（５）近隣関係住民への説明等（第 14 条関係） 

事業の着手前に近隣関係住民に対し、説明会等により説明を行ってください。 

 

（６）公園等（都市計画法第 29 条の開発許可に該当する場合）（第 20 条関係） 

都市計画法施行令第 25 条第６号の規定による公園の面積は、事業区域の面積

の５％以上とし、かつ、公園の１箇所当たりの面積は、150 ㎡以上としてくださ

い。 

 

 

 

 

交通利便地域は足立区ＨＰから確認いただけます。 

ＵＲＬ：https://www.sonicweb-asp.jp/adachi/ 
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３ 流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    本条例による手続き 

（注）正１部、副２部の合計３部を提出してください。 

提出された事業計画書は、閲覧に供します。 

 

４ 添付図書について 

図書 備考 

案内図 事業区域を住宅地図等にプロットする 

土地利用計画図 建築基準法上の道路種別・幅員、宅地分割の計画内容 

公図の写し ３か月以内の物 

全部事項証明書等 ３か月以内の物（計画地と隣接地の分を提出） 

排水計画図 宅地内の最終ます（汚水・雨水）の位置及び排水接続先となる道

路内埋設管の位置 

宅地等の求積図 三斜求積又は座標求積により宅地やごみ集積所等の面積を求積で

きるもの 

公園等の配置計画図 公園を設ける場合のみ 

その他 ・ごみ集積所の事前相談シート（戸建５宅地以上の場合） 

・町会・自治会への加入協力のお願いシート（戸建・長屋・共同

住宅の場合） 

※ 必要に応じて上記以外の図書・書類の提出をお願いする場合があります。 

事 前 相 談 

※条例に適合するように全体計画をまとめるとともに、他の法令や条例と整合

をとってください。 

事業計画書の提出（注） 近隣関係住民への説明会等 

事業区域の面積 3,000 ㎡以上の事業は、

報告書の提出 

適 合 通 知 

道路位置指定   建築確認申請 
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足立区宅地開発事業調整条例 

 

  令和元年７月４日 

足立区条例第 10 号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、事業者による宅地開発事業に関し、必要な手続、基準その他

基本的な事項を定めるとともに、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条

第３項の規定に基づき、開発許可が伴う宅地開発事業に対して制限を強化又は緩

和する内容を定めることにより、宅地の細分化による建物の過密化を抑制し、ゆ

とりのある良好な住環境の保全及び安全で快適な生活環境を形成することを目

的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号。以下「法」という。）及び都市計画法で使用する用語の例によるほか、

次に定めるところによる。 

 （１） 建築 法第２条第 13 号に規定する建築をいう。 

 （２） 道路 法第 42 条に規定する道路をいう。 

（３） 宅地 建築物の敷地として利用可能な土地をいう。 

（４） 宅地開発事業 一団の土地を２以上の宅地に分割する事業をいい、当該

事業に伴い新設される道路、ごみ集積所その他の関連する施設を整備する工事

（以下、「関連工事」という。）を含むものとする。 

 （５） 事業区域 宅地開発事業に係る土地の区域をいう。 

 （６） 事業者 宅地開発事業を行う者をいう。 

 （７） 交通利便地域 駅から直線距離でおおむね 500 メートル以内の区域で、

区長が別に指定するものをいう。 

 （８） 公園等 公園、緑地又は広場をいう。 

 （９） 近隣関係住民 事業区域境界線から水平距離２０メートルの範囲内にあ

る土地又は建築物に関して権利を有する者及び当該範囲内に居住する者をい

う。 

 （適用範囲） 

第３条 この条例は、事業区域の面積が 150 平方メートル以上の宅地開発事業につ

いて適用する。 

 （１の宅地開発事業とみなす場合） 
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第３条の２ 宅地開発事業の工事中又は工事完了後１年以内に、隣接する土地にお

いて当該宅地開発事業を行った事業者と同一の事業者が宅地開発事業を行い、こ

れらが全体として一体的な土地利用と認められる場合は、これらを１の宅地開発

事業とみなす。 

（適用除外） 

第４条 第３条の規定にかかわらず、宅地開発事業が次の各号のいずれかに該当す

る場合は、この条例の規定の全部を適用しないことができる。 

 （１） 法第 85 条に規定する仮設建築物の建築のために行うもの 

 （２） 災害対応のため、必要な緊急措置として行うもの 

 （３） 専ら自己又は親族が居住するために行うことが明らかなもの 

 （４） 相続等によるもの 

 （５） 個人による所有地の売却のために行うもの（業として行うものを除く。） 

 （６） 分割後の宅地が全て 150 平方メートル以上となるもの 

２ 前条の規定により１の宅地開発事業とみなされた場合は、区と事業者との協議

により、当該宅地開発事業についてこの条例の一部を適用しないことができる。 

 （区長の責務） 

第５条 区長は、この条例の目的を達成するため、事業者の理解と協力の下に、宅

地開発事業について適切な指導及び助言を行うよう努めるものとする。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、この条例の目的を達成するため、自ら良好な住環境の形成に取

り組むとともに、区が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

 （境界の確定） 

第７条 事業者は、事業区域と公共施設（都市計画法第４条第１４項に定める公共

施設をいう。以下同じ。）との官民境界と現状に差異がある場合は、当該公共施

設の管理者と協議のうえ境界の確定を行うよう努めるものとする。 

 （事業計画書の提出） 

第８条 事業者は、次の各号のいずれかに掲げる手続を行う前に規則で定めるとこ

ろにより、事業計画書を区長に提出するものとする。 

 （１） 法第６条第１項又は法第６条の２第１項の規定による確認の申請 

 （２） 建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）第９条の規定による

道路の位置の指定の申請 

２ 区長は、前項の規定による事業計画書の提出があった場合は、当該事業計画書

の内容を審査し、第 15 条又は第 22 条の規定に適合しないと認めるときは、当該

事業者に対して必要な措置を講ずるよう要請するものとする。 

３ 都市計画法第 29 条の適用を受ける宅地開発事業においては、同法第 32 条の規

定による協議に必要な書類が提出されたときは、第１項の規定による事業計画書
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の提出があったものとみなす。 

４ 足立区集合住宅の建築及び管理に関する条例（平成 30 年足立区条例第 15 号）

第３条の適用を受ける宅地開発事業においては、同条例第９条の規定による建築

計画書が提出されたときは、第１項の規定による事業計画書の提出があったもの

とみなす。 

 （適合通知） 

第９条 区長は、前条第１項の規定により提出された事業計画書の内容が、第 15

条及び第 22 条の規定に適合していると認めるときは、規則で定める事業計画適

合通知書により事業者に通知するものとする。 

２ 前条第３項の宅地開発事業にあっては、都市計画法第 32 条の同意があった場

合には、前項の規定による適合した旨の通知があったものとみなす。 

３ 第１項の適合通知を受けた後に当該事業区域の土地の所有権を第三者に譲渡

する場合は、当該宅地開発事業の事業者は、当該事業計画の内容を当該第三者に

承継させるものとする。 

 （事業実施の時期） 

第 10 条 事業者は、前条第１項の通知後（同条第２項の規定により同条第１項の

通知があったものとみなされた場合を含む。）に宅地開発事業を実施するものと

する。 

 （変更の届出） 

第 11 条 事業者は、事業計画書の内容を変更しようとする場合は、速やかに規則

で定めるところにより、事業計画変更届を区長に提出するものとする。 

２ 前項の規定による届出については、第８条第２項の規定を準用する。この場合

において、同項中「事業計画書」とあるのは「事業計画変更届」と読み替えるも

のとする。 

 （取下げ、取止めの届） 

第 12 条 事業者は、第８条第１項の事業計画書の提出後、当該事業の計画を取り

止める場合は、規則で定めるところにより、区長にその旨を届け出るものとする。 

 （事業計画書等の閲覧） 

第 13 条 区長は、事業計画書及び事業計画変更届（以下「事業計画書等」という。）

を閲覧に供するものとする。 

２ 事業計画書等の閲覧をしようとする者は、規則で定めるところにより、区長に

申請するものとする。 

３ 区長は、事業計画書等の閲覧をする者が当該事業計画書等を汚損又は毀損した

場合には、当該閲覧を中止することができる。 

 （近隣関係住民への説明等） 

第14条 関連工事を行う事業者は、当該関連工事の着手前に近隣関係住民に対し、
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事業計画のうち規則で定める事項について、戸別訪問又は説明会の方法（以下「説

明会等」という。）により、説明するよう努めるものとする。 
２ 事業区域の面積が 3,000 平方メートル以上の宅地開発事業を行う事業者は、事

業の着手前に近隣関係住民に対し、事業計画のうち前項の規則で定める事項につ

いて、説明会等により、説明を行うものとする。ただし、当該近隣関係住民が長

期間不在等により説明を行うことができず、かつ、前項の規則で定める事項につ

いて説明会等に代え、文書により周知した場合は、この限りでない。 

３ 事業者は、前項本文の規定により説明を行うに当たっては、近隣関係住民から

説明会の開催を求められた場合には、説明会の開催により説明を行うものとする。 

４ 事業者は、前２項の規定により行った説明会等の内容を規則で定めるところに

より、区長に報告するものとする。 

 （宅地の最低面積） 

第 15 条 事業者は、宅地の面積を別表に掲げる当該宅地の存する区域又は地域の

建蔽率及び区域又は地域の区分に応じて、それぞれ同表宅地の最低面積欄に掲げ

る数値以上とするものとする。ただし、規則で定める場合は当該規則で定めると

ころによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、都市計画法第４条第９項に規定する地区計画等に関

する都市計画が決定され、又は変更された区域内において、建築物の敷地面積の

最低限度が定められている場合にあっては当該最低限度による。 

 （宅地造成） 

第 16 条 事業者は、事業区域内に盛土を行う場合においては、当該盛土の高さを

規則で定める基準に適合するよう努めるものとする。 

 （緑化） 

第 17 条 事業者は、事業区域内において、足立区緑の保護育成条例（昭和 51 年足

立区条例第 39 号）その他の規程に定めるところにより現存する樹木を保護し、

及び緑化に努めるものとする。 

２ 事業者は、宅地の接道部に生垣又は植込み地を設置し、緑化に努めるものとす

る。 

 （建築協定） 

第 18 条 事業者は、事業区域の面積が 500 平方メートル以上である場合において

は、法に基づき宅地の環境を高度に維持するための建築協定の締結に努めるもの

とする。 

 （道路の整備） 

第 19 条 事業者は、道路その他の道を規則で定める基準に基づき整備するよう努

めるものとする。 

 （都市計画法による制限の強化及び緩和） 
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第 20 条 都市計画法第 33 条第３項の規定に基づく、都市計画法施行令（昭和 44

年政令第 158 号。以下「令」という。）第 25 条第６号の規定による制限の強化

の内容は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 都市計画法第 29 条の適用を受ける事業区域面積 3,000 平方メートル以

上の宅地開発事業において設置する公園等の面積の合計は、事業区域の面積の

５パーセント以上とすること。 

（２） 前号の公園等の１箇所当たりの最低面積は、150 平方メートルとするこ

と。 

２ 事業者は、前項の公園等を整備するに当たっては、区と協議するものとする。 

３ 事業者は、第１項の公園等を整備するに当たっては、規則で定める基準に基づ

き整備するよう努めるものとする。 

４ 事業者は、規則で定める基準により公園等の緑化に努めるものとする。 

５ 都市計画法第 33 条第３項の規定に基づく、令第 25 条第６号の規定による制限

の緩和の内容は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 規則に定める基準に該当する場合で、特に必要がないと区長が認めると

きは、公園等の設置を要しないこと。 

 （２） 前号の場合において事業者は、宅地内の緑化に努めること。 
 （ごみ集積所） 

第 21 条 戸建て住宅の建築を目的とした宅地開発事業を行う事業者は、事業区域

に５以上の宅地を設ける場合、規則で定める基準により、ごみ集積所を整備する

ものとする。ただし、ごみ集積所を整備したとみなすことができる場合として規

則で定める場合に該当するときは、ごみ集積所を整備しないことができる。 

２ 事業者は、ごみ集積所を整備する場合には、当該集積所の接する道路の反対側

に位置し、又は当該集積所に隣接する土地に居住する者に対し、事前に説明する

よう努めるものとする。 

 （防犯灯） 

第22条 事業者は、規則で定める基準に基づき防犯灯の設置に努めるものとする。 

 （防犯対策） 

第 23 条 事業者は、別に定める指針に基づき、防犯対策に努めるものとする。 

２ 事業者は、事業区域の面積が 500 平方メートル以上の場合、規則で定めるとこ

ろにより、防犯対策について区と協議するものとする。 

 （町会、自治会等への加入促進） 

第 24 条 戸建て住宅、長屋又は共同住宅の建築を目的とした宅地開発事業を行う

事業者は、当該事業区域が属する地域の町会、自治会等への加入等について区と

協議するものとする。 

２ 前項の協議を行った事業者は、規則で定めるところにより宅地の購入者又は使
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用者に対する町会、自治会等への加入促進に努めるものとする。 

 （優良事業の表彰） 

第 25 条 区長は、特に魅力あるまちづくりの発展に貢献した宅地開発事業を表彰

することができる。 

 （報告の徴収） 

第 26 条 区長は、必要があると認めるときは、事業者に対し、宅地開発事業に関

する報告を求めることができる。 

 （勧告及び公表） 

第 27 条 区長は、次に掲げる場合は、事業者に対し、期限を定め、必要な措置を

講ずるよう勧告することができる。 

 （１） 第８条第１項の規定による事業計画書の提出（同条第３項の規定により

同条第１項の事業計画書の提出があったものとみなされた場合を含む。）又は

第 11 条第１項の規定による事業計画変更届の届出を行わない場合 

 （２） 第８条第２項（第 11 条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る要請に応じない場合 

 （３） 第９条第１項の規定による事業計画適合通知（同条第２項の規定により

同条第１項の通知があったものとみなされた場合を含む。）と異なる内容で事

業を行った場合 

 （４） 第 10 条の規定に違反した場合 

２ 区長は、事業者が前項の規定による勧告に従わない場合で、特に必要があると

認めるときは、規則で定めるところにより、その事実を公表することができる。 

 （委任） 

第 28 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年 10 月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前に、足立区環境整備基準（17 足都開発第 485 号）第４条第１項の事前

協議の申請又は同条第２項の事前の届出がされた宅地開発事業については、この

条例の規定は適用しない。 

付 則（令和５年３月 24 日条例第 10 号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前に次の各号のいずれかの行為がなされた宅地開発事業については、な

お従前の例による。 
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（１） 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項（同法第 87 条第１項

において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請 

（２） 建築基準法第６条の２第１項（同法第 87 条第１項において準用する場合

を含む。）の規定による確認を受けるための書類の提出 

（３） 土地の分筆登記 

 

別表（第 15 条関係） 

建蔽率 区域又は地域 宅地の最低面積 

80 パーセント 新たな防火規制区域（東京都建

築安全条例（昭和 25 年東京都条

例第 89 号）第７条の３第１項の

規定に基づき指定された特に震

災時に発生する火災等による危

険性が高い区域をいう。）。ただ

し、商業地域又は近隣商業地域

である場合を除く。 

66 平方メートル 

60 パーセント 交通利便地域 

上記以外の地域 70 平方メートル 

50 パーセント  83 平方メートル 

 備考 この表の適用については、次の各号に定めるところによる。 

  １ １の宅地において、建蔽率に係る区域又は地域が２以上にわたる場合にお

ける建蔽率は、当該宅地において最大の面積を占める区域又は地域に係る建

蔽率とする。 

  ２ 建蔽率が 60 パーセントである宅地が存する事業区域に交通利便地域が含

まれる場合は、当該宅地は、交通利便地域に存するものとみなす。 
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足立区宅地開発事業調整条例施行規則 

 

令和元年９月30日 

足立区規則第21号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、足立区宅地開発事業調整条例（令和元年足立区条例第 10 号。

以下「条例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、別に定めるものを除き、条例で

使用する用語の例による。 

 （事業計画書） 

第３条 条例第８条第１項の事業計画書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 前項の事業計画書は、正本１部及び副本２部を提出するものとし、それぞれに、

次に掲げる図面又は書類を添付するものとする。ただし、当該事業計画書の内容

により、添付の必要がないと区長が認めるときは、添付する図面又は書類の一部

を省略することができる。 

 （１） 案内図 

 （２） 土地利用計画図 

 （３） 事業計画書の提出日前３か月以内に発行された公図の写し又はこれに準

ずるものとして区長が別に定めるもの 

 （４） 事業計画書の提出日前３か月以内に発行された土地の登記事項証明書若

しくは所有者証明書（事業区域に隣接する土地に係るものを含む。）又はこれ

らに準ずるものとして区長が別に定めるもの 

 （５） 排水計画図 

 （６） 宅地、施設等の求積図 

 （７） 公園等の配置計画図 

 （８） ごみ集積所の位置等に関する書類 

 （９） その他区長が必要と認める書類 

 （事業計画適合通知書） 

第４条 条例第９条第１項の事業計画適合通知書は、別記第２号様式によるものと

する。 

２ 前項の事業計画適合通知書には、前条第２項各号に定める図面又は書類を添付

するものとする。 
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 （事業計画変更届） 

第５条 条例第 11 条第１項の事業計画変更届は、別記第３号様式によるものとす

る。 

２ 前項の事業計画変更届は、３部提出するものとし、それぞれに第３条第２項各

号に掲げる図面又は書類であって、当該変更に係る事項を明示したものを添付す

るものとする。 

 （取下げ、取止めの届） 

第６条 条例第 12 条の規定による事業の計画を取り止める届出は、別記第４号様

式により行うものとする。 

 （閲覧所の開設、閲覧の申請等） 

第７条 区長は、条例第 13 条第１項の規定により事業計画書等を閲覧に供するた

め、足立区役所内に事業計画書等閲覧所（以下「閲覧所」という。）を設けるも

のとする。 

２ 閲覧所における閲覧日は、足立区の休日を定める条例（平成元年足立区条例第

２号）に規定する区の休日以外の日とする。 

３ 閲覧所における閲覧時間は、午前９時から午後５時までとする。 

４ 区長は、事業計画書等の整理その他のため必要と認めるときは、臨時に事業計

画書等を閲覧に供しない日を定め、又は閲覧時間を伸縮することができる。 

５ 前項の規定により、臨時に事業計画書等を閲覧に供しない日を定め、又は閲覧

時間を伸縮する場合は、その旨を閲覧所に掲示する。 

６ 事業計画書等は、閲覧所以外の場所で閲覧することができない。 

７ 条例第 13 条第２項の規定による事業計画書等の閲覧の申請は、事業計画書等

閲覧申請書（別記第５号様式）を区長に提出することにより行うものとする。 

 （説明及び周知事項） 

第８条 条例第 14 条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 工事の施工内容 

 （２） 土砂等の搬出入計画 

 （３） 工事の施工時の安全の確保（交通安全対策を含む。）及び災害防止対策 

 （４） 工事の施工時の周辺環境への配慮 

 （５） 工事の施工者及び予定期間 

 （６） 公園等の配置計画 

 （７） その他区長が必要と認める事項 

 （報告） 

第９条 条例第 14 条第４項の規定による説明会等の内容の報告は、説明会等報告

書（別記第６号様式）を区長に提出することにより行うものとする。 

 （宅地の最低面積の緩和等） 
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第 10 条 条例第 15 条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の各号のいずれか

に該当する場合とする。 

 （１） 宅地が法第 53 条第３項第２号の規定に該当する敷地である場  合 

 （２） 各宅地の面積の合計を宅地数で除した数値が、条例別表の宅地の最低面

積の欄に掲げる数値以上である場合 

２ 前項で定める場合において、事業区域内の１の宅地（前項第１号にあっては同

号に該当するもののうち１の宅地とする。）に限り、宅地の最低面積を条例別表

の宅地の最低面積の欄に掲げる数値の 10 分の９以上とすることができる。 

 （宅地造成） 

第 11 条 条例第 16 条の規則で定める盛土の高さの基準は、当該盛土を行う敷地の

前面道路の路面の中心から 30 センチメートル以内に抑えるものとする。 

 （道路の整備） 

第 12 条 条例第 19 条の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 法第 42 条第２項の道路を道路状に整備すること。 

 （２） 足立区細街路整備条例（平成 24 年足立区条例第 61 号）第２条第１項に

基づき指定された細街路を、同条第２項の指定された幅員となるよう道路状に

整備すること。 

 （３） 第１号の道路又は前号の細街路が区道（道路法（昭和 27 年法律第 180

号）第８条の道路及び足立区管理通路条例（平成 13 年足立区条例第 26 号）第

２条の区管理通路をいう。）である場合は、これらの整備内容、維持管理及び

敷地の権原について所管課と協議すること。 

 （４） 都市計画法第 12 条の５第２項第１号の地区施設（主として街区内の居

住者等の利用に供される道路に限る。）について、位置、構造等を所管課と協

議すること。 

 （公園等） 

第 13 条 条例第 20 条第３項の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 公道に接した位置に整備すること。ただし、既存の公園等が事業区域に

隣接している場合は、既存の公園等に接続する位置に整備すること。 

 （２） 公園等の境界は、コンクリート又は石のくいその他を、整備する公園内

に設置することにより、その位置を明確にしておくこと。 

 （３） 敷地の形状は、間口の長さに対する奥行きの長さが２倍以下であること。 

 （４） 公園等には、ベンチ、車止め、排水施設、園名板、シンボルツリー（象

徴となる樹木をいう。）及び照明設備を設置すること。 

 （５） 公園等の整備の詳細、管理方法等について所管課と協議すること。 

 （公園等の緑化） 

第 14 条 条例第 20 条第４項の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 
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 （１） 公園等の面積が 150 平方メートル以上 1,000 平方メートル未満である場

合は、公園等の面積の 30 パーセント以上を緑化すること。 

 （２） 公園等の面積が 1,000 平方メートル以上である場合は、公園等の面積の

45 パーセント以上を緑化すること。 

（都市計画法による公園等の設置の免除） 

第 15 条 条例第 20 条第５項第１号の規則に定める基準は、次の各号の全てを満た

すものとする。 

 （１） 宅地の面積を、全て 100 平方メートル以上とする場合 

（２） 事業区域が、土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）に基づく土地

区画整理事業の施行地区内にある場合、または、土地区画整理事業を施行すべ

き区域として都市計画決定された区域内にあり、かつ、公園等の面積が 300 平

方メートル未満である場合 

 （ごみ集積所） 

第 16 条 条例第 21 条の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

（１） ごみ集積所の面積基準は、事業区域内の宅地数に 0.15 平方メートルを

乗じて得た数値以上とすること。この場合において、ブロック等で囲む場合は、

内法で面積を確保すること。 

（２） ごみ集積所の位置、形状等については、所管課と協議すること。 

２ 条例第 21 条ただし書きの規則で定める場合は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 事業区域から歩行距離 100 メートルの範囲内にごみ集積所があり、事業

区域内の全ての宅地について、当該ごみ集積所の利用に関して土地所有者、周

辺住民、町会、自治会等の関係者から書面による同意が得られた場合 

 （２） アからイを減じた数に 0.15 平方メートルを乗じて得た面積以上の面積

のごみ集積場を事業区域内に整備する場合（前号に該当する場合を除く。）。 

  ア 総宅地数 

  イ 事業区域から歩行距離 100 メートルの範囲内にごみ集積所があり、その集

積所の利用に関して土地所有者、周辺住民、町会、自治会等の関係者から書

面による同意が得られた宅地数 

 （防犯灯） 

第 17 条 条例第 22 条に規定する防犯灯の規則で定める基準は、宅地開発事業に伴

い、事業区域に新設される道路のうち、区以外のものが管理する予定であるもの

については別途所管課と協議のうえ、別に定める仕様に基づき設置するものとす

る。 

 （町会、自治会等への加入促進） 

第 18 条 条例第 24 条第２項の規則で定める加入促進の協力は、次に掲げること

とする。 
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（１）重要事項説明書等に、足立区から町会、自治会への加入の要請があること

を明記する。 

(２) 町会、自治会等への加入を促すこと。 
 （公表） 

第 19 条 条例第 27 条第２項の規定による公表は、次に掲げる事項を足立区公告式

条例（昭和 25 年足立区条例第４号）第２条に規定する足立区役所の門前掲示場

及び都市建設部建築室長付開発指導課の事務所の掲示場に掲示する方法並びに

インターネットを利用して閲覧に供する方法により行うものとする。 

 （１） 事業者の氏名（事業者が法人の場合は、法人名） 

 （２） 事業区域 

 （３） 勧告の内容 

   付 則 

 この規則は、令和元年 10 月１日から施行する。 

   付 則（令和３年３月 31 日規則第 62 号） 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則（令和５年３月 31 日規則第 45 号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日前に次の各号のいずれかの行為がなされた宅地開発事業については、な

お従前の例による。 

(１) 建築基準法第６条第１項（同法第 87 条第１項において準用する場合を含

む。）の規定による確認の申請 

(２) 建築基準法第６条の２第１項（同法第 87 条第１項において準用する場合

を含む。）の規定による確認を受けるための書類の提出 

(３) 土地の分筆登記 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区 
 

お問い合わせ 

都市建設部 建築室開発指導課 開発指導係 

ＴＥＬ：０３－３８８０－５２７２ 

ＦＡＸ：０３－３８８０－５６１５ 

Ｍａｉｌ：kaihatu-shido@city.adachi.tokyo.jp 


